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成果指標一覧 

 

 

№ 成　果　指　標

1 石炭共同輸送の実施回数
国際バルク戦略港湾施策の推進により実現した県内港

湾を利用した石炭共同輸送の実施回数

石炭の輸送コストの縮減に資する共同輸送の実

現により、県内企業の国際競争力の強化が図ら

れているか

2 国道・県道の整備完了延長 計画期間内に整備を完了する国道・県道の延長
地域や暮らしを支える道路網の整備が進んでい

るか

3 緩和する主要渋滞箇所数

対象交差点の旅行速度が20km/h以下となる時間帯

が、流入方向の1方向あたり2時間以上となる交差点

（十字路の場合は8時間以上が対象）のうち、山口県

道路交通渋滞対策部会において緩和と判定されたもの

の数

物流等の円滑化、安全な交通の確保等が進んで

いるか

4 企業誘致件数 県が関与した企業誘致件数の累計(総計) 企業誘致が進んでいるか

5
医療、環境・エネルギー、水素、バイオ関連

分野の事業化件数

企業における医療、環境・エネルギー、水素、バイオ

関連分野での事業化件数

企業における研究開発・事業化が促進されてい

るか

6 水素ステーションの設置数 県内における水素ステーションの累計設置数
水素利活用の基盤となる水素供給施設の整備が

進んでいるか

7 航空機・宇宙機器産業での受注獲得金額
航空機・宇宙機器産業における受注企業グループの総

受注額

航空機・宇宙機器産業において受注が拡大して

いるか

8 先導的プロジェクトによるＩｏＴ等導入件数
県内他社のモデルとなるようなＩｏＴ、ＡＩ、ロボッ

ト等の先端技術の導入件数

県の導入促進により先導的な取組が進んでいる

か

9 中小企業のＩｏＴ導入率 ＩｏＴを導入した県内中小企業の割合
県内中小企業のＩｏＴ活用の取組が促進されて

いるか

10 地域経済牽引事業による付加価値増加額
地域経済牽引事業計画の承認を受けた企業が創出した

付加価値の増加額
県内に経済的効果が生まれているか

11 経営革新計画目標達成件数

経営革新計画の承認を受け、「付加価値額」又は「１

人当たり付加価値額(生産性)」の伸び率年率３％以上

かつ「経常利益」の伸び率年率１％以上を達成した企

業数

経営革新計画の目標達成企業数の増加により、

県内中小企業の成長が促進されているか

12 関係機関の支援による事業承継計画策定等数
関係機関の支援により事業承継計画を策定、もしくは

事業承継相手とのマッチングが成立した件数

円滑な事業承継実現のため、早期の準備が進ん

でいるか

13 関係支援機関の支援による創業数 商工会議所等の支援により創業した件数
県内の創業が促進され、新たな雇用機会が創出

されているか

14 関係支援機関の支援による女性の創業数 商工会議所等の支援により女性が創業した件数
女性の創業が促され、女性の活躍促進が図られ

ているか

15 建設産業の技術者・技能者の若年者比率
入札参加資格企業の技術者・技能者における若年者

（29歳以下）の割合

将来の建設産業の担い手となる若者が、入職・

定着しているか

16 インターンシップ参加学生数（年間）
山口県インターンシップ推進協議会のマッチングによ

るインターンシップ参加学生数

大学生等の県内企業への就職の関心が高まって

いるか

17
就職決定者数（山口しごとセンター登録者）

（年間）

山口しごとセンターの登録者のうち、就職が決定した

者
県内就職が進んでいるか

再 高校生等の県内就職割合

県内の高校（県立中等教育学校の後期課程を含む）卒

業予定者で就職が内定した者のうち、県内に就職が内

定した者の割合

高校等卒業予定者の県内就職が進んでいるか

再
大学生等の県内就職割合

（山口しごとセンター登録者）

大学、短大、高専、専修学校を卒業見込みの者であっ

て山口しごとセンターに登録している者のうち、県内

就職した人数の割合

大学生等の県内就職が進んでいるか

再 山口県立大学の新規卒業者の県内就職割合 山口県立大学の新規卒業者の県内就職割合
山口県立大学が育成した本県の発展を担う人材

の県内定着が進んでいるか

18 中核経営体数 農林水産業における中核経営体の数

新規就業者の受け皿となり、生産の大宗を担

い、地域を牽引する中核経営体の育成が進んで

いるか

19 農林漁業新規就業者数 計画期間中に農林水産業に新規に就業した者の累計数 農林水産業の担い手確保が進んでいるか

20 経営体において経営参画した女性数
地域農林水産業をリードする経営体において経営者・

経営参画者として位置づけが明確になった女性数

農林漁業経営体における女性活躍が進んでいる

か

21 酒米生産量（年間）
山口の地酒の原料となる酒米のうち、山口県酒造組合

に出荷されるものの生産量
需要に対応した酒米の生産が拡大しているか

22 県産木材供給量（年間）
製材・合板用材や森林バイオマス用材への県産木材の

供給量

需要に対応した県産木材の供給がなされている

か

23 基幹漁業の新興件数 地域の核となる基幹漁業や養殖業の新興数
雇用や生産強化につながる新規漁業の創業が進

んでいるか

24 JGAP認証件数 生産工程を適切に管理するJGAPの認証件数
安心・安全な生産及び経営の持続性向上に向け

た生産工程管理の取組が進んでいるか

25 生産性向上に資する研究成果件数
先端技術活用による生産性向上に資する研究の公表成

果件数

研究成果の生産現場への普及が迅速かつ的確に

進んでいるか

26 鳥獣による農林業被害額（年間） 野生鳥獣による農林業被害状況調査に基づく県集計値 野生鳥獣による農林産物被害が軽減しているか

④　強い農林水産業育成プロジェクト

Ⅰ　産業維新

①　時代を勝ち抜く産業力強化プロジェクト

②　次代を切り拓く成長産業集積プロジェクト

③　中堅・中小企業の底力発揮プロジェクト

プロジェクト

３つの維新

指標の説明 何を測る指標か
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数値 年/年度

7回 2017年度
50回

(2018～2022年）

必要な施設整備や企業間連携の促進に資する取組により、共

同輸送の実施回数の増加を目指す

県港湾課（関係企業ヒアリン

グ）

- -
50km

(2018～2022年）
国道・県道の計画的な整備を目指す

国土交通省、県道路建設課、

県都市計画課

- -
5箇所

(2018～2022年）
国道・県道の計画的な整備により、渋滞の緩和を図る 山口県道路交通渋滞対策部会

25件 2017年
125件

(2018～2022年）
過去５年間の実績をもとに取組を推進 県企業立地推進課

53件 2017年度 100件 過去５年間の実績をもとに取組を加速 県新産業振興課

1箇所 2017年度 8箇所
再生可能エネルギー活用型水素ステーションの導入支援等に

より、８か所の設置を目指す

一般社団法人次世代自動車振

興センター　等

2,000万円
2013～2017

年度

10億円

(2018～2022年）
航空機・宇宙機器産業における受注獲得増を目指す 県経営金融課

0件 2017年度 15件
１・２年目に実証を行い、３年目から毎年５件の導入を目指

す
県産業戦略部

3.9% 2016年度 22.0% 全国並みの導入率を目指す 県経営金融課

- - 191億円
地域未来投資促進法に基づく「山口県地域未来投資促進基本

計画」に定める地域における経済的効果の目標値
県産業戦略部

250件 2017年度 375件 過去５年間の最高値（25件/年）を毎年目指す 県経営金融課

19件
2013～2017

年度

150件

(2018～2022年）
毎年の事業承継計画策定の目標を３０件として設定

関係支援機関からの報告

（県経営金融課まとめ）

1,013件
2013～2017

年度

1,100件

(2018～2022年）
過去５年間の実績の１割増を目指す 県経営金融課

307件
2013～2017

年度

340件

(2018～2022年）
過去５年間の実績の１割増を目指す 県経営金融課

10.2% 2016年度 12％以上
将来の担い手となる若年技術者・技能者の割合の増加を目指

す
県監理課

885人 2017年度 1,400人 現状値に新たな取組の推計値を上乗せ
インターンシップ推進協議会

による調査

4,126人 2017年度 5,000人 過去５年間の実績をもとに取組を推進 山口しごとセンター

80.2% 2016年度 85％以上
全就職内定者数に対する県内就職内定者数の割合の増加を目

指す
文部科学省「学校基本調査」

51.1% 2017年度 56％超 現状値から５年間で５％の増加を目指す 山口しごとセンター

42.3% 2017年度 50％超 山口県立大学新規卒業者の過半数の県内就職を目指す
山口県立大学（キャリアサ

ポートセンター）

530 2017年度 649 山口県農林水産業を担う中核経営体の増加を目指す
県農業振興課、県森林企画

課、県水産振興課

788人
2014～2017

年度

1,100人

(2018～2022年）

過去４年間の平均（197人/年）の約１割増の就業者（平均

220人/年×5年）を目指す

県農業振興課、県森林企画

課、県水産振興課

229人 2017年度 269人 農林水産事務所８圏域ごとに、５人の育成・増加をめざす 県農林水産政策課

663ｔ 2017年度 750ｔ
山口県酒造組合のこれまでの購入数量と、今後の購入希望数

量を元に、需要に応じた生産の拡大を図る
県農業振興課

27.6万㎥ 2017年度 30.0万㎥
県内の製材所及び森林バイオマス発電施設、隣県の合板工場

の追加需要を満たす県産木材の供給量増加を目指す
県森林企画課

0件 2017年度 2件
漁場環境等を最大限に活用した基幹漁業の新興（漁業におけ

る産地形成）を目指す
県水産振興課

12件 2017年度 30件
国の目標(2019年には2016年の3倍)を踏まえ、3倍を目指

す
県農業振興課

0件 2017年度
10件

(2018～2022年）

生産性向上に資する研究に毎年２課題程度取り組み、研究成

果の公表により生産現場への普及を目指す
県農林水産政策課

4.7億円 2017年度 3億円
全国の野生鳥獣による農作物被害状況調査の平均値（北海道

を除く）以下の達成に向けて、被害額の削減を目指す
県農林水産政策課

現状値
目標値の設定理由 データ出所等

2022年/年度
目標値
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№ 成　果　指　標

27 山口宇部空港の年間利用者数 山口宇部空港の年間利用者数
県内外の人の交流が進み、地域や経済が活性化

しているか

　国際便利用者数
山口宇部空港の国際便（国際定期便及び国際チャー

ター便）の年間利用者数

県内外の人の交流が進み、地域や経済が活性化

しているか

28 岩国錦帯橋空港の年間利用者数 岩国錦帯橋空港の年間利用者数
県内外の人の交流が進み、地域や経済が活性化

しているか

再 国道・県道の整備完了延長 計画期間内に整備を完了する国道・県道の延長
地域や暮らしを支える道路網の整備が進んでい

るか

29 観光客数（年間） 県内観光客の年間延べ人数
観光交流人口の拡大による地域活性化等が図ら

れているか

30 延べ宿泊者数（年間） 県内宿泊旅行者の年間延べ人数
観光交流人口の拡大による地域活性化等が図ら

れているか

31 サイクルイベント参加者数（年間） 県内主要サイクルイベントの参加者数
県内サイクルスポーツの盛り上がりが図られて

いるか

32 県立美術館の入館者数
２県立美術館（県立美術館、県立萩美術館・浦上記念

館）の直近５年間の平均年間入館者数

本県文化資源の魅力発信、交流人口の拡大が図

られているか

33 外国人延べ宿泊者数（年間）
外国人（日本国内に住所を有しない者）の県内宿泊者

の年間延べ人数

観光交流人口の拡大による地域活性化等が図ら

れているか

34 クルーズ船寄港回数 国内外からのクルーズ船の県内港への年間寄港回数
クルーズ船の寄港回数の拡大により、交流人口

の拡大や観光振興が図られているか

35 地域商社取扱商品の販売店数
地域商社が取り扱う商品を販売している小売業者等の

数

地域商社の首都圏等における営業活動が進んで

いるか

36 ぶちうま産直市場の発注件数（年間）
大都市圏の飲食店等から「ぶちうま産直市場」への県

産農林水産物等の発注件数

県産農林水産物の大都市圏での販売強化が進ん

でいるか

37 中小企業の海外展開成約件数
県の海外展開支援による県内中小企業の海外展開成約

件数

県内中堅・中小企業の海外展開への取組におけ

る実績が上がっているか

38 農林水産物等の輸出商品数 継続的な取引につながった輸出商品数
輸出対象国の嗜好に応じた商品の選定や開発が

進み、輸出につながっているか

⑧　やまぐちへの人の還流・移住・定住促進プロジェクト

39
転入者アンケートによる「ＹＹ！ターン」実

績数（移住者数）
他県から本県への転入者（一時的な移動を除く）数

他県から本県への移住促進の取組が進んでいる

か

40
県外人材（大学生含む）の県内就職者数（山

口しごとセンター登録者）

山口しごとセンター登録者で県外在住者のうち県内へ

就職した人数
本県への人材の還流が進んでいるか

再 農林漁業新規就業者数 計画期間中に農林水産業に新規に就業した者の累計数 農林水産業の担い手確保が進んでいるか

41 本社機能の移転・拡充件数 県が関与した企業誘致件数の累計(総計) 企業誘致が進んでいるか

⑨　結婚、妊娠・出産、子育て応援プロジェクト

42
やまぐち結婚応縁センターの引き合わせ実施

件数

やまぐち結婚応縁センターにおける１対１の引き合わ

せ実施件数（累計）
出会いの場の提供ができているか

43 小児救急医療電話相談の件数（年間）
小児の急な病気・けがに関する電話相談事業の年間相

談件数
電話相談の周知は進んでいるか

44 学校内子育てひろばの設置校数 中学校や高等学校内における「子育てひろば」の数 「学校内子育てひろば」の取組が進んでいるか

45 保育所等利用待機児童数 各年４月１日時点の市町別待機児童数の合計数

保育の必要性の認定がされ、特定教育・保育施

設等の利用の申込みがされているが、利用して

いない者の数

46 放課後児童クラブ待機児童数 各年５月１日時点の市町別待機児童数の合計数
放課後児童クラブの対象児童で、利用申込みを

したが利用（登録）できなかった児童の数

47 里親委託率
社会的養護を必要とする子どもに対する里親委託の割

合

社会的養護のうち家庭的養護の取組が進んでい

るか

48 「子どもの居場所づくり」実施市町数 「子どもの居場所づくり」実施市町数 「子どもの居場所づくり」が進んでいるか

49
「誰もが活躍できるやまぐちの企業」認定企

業数

働き方改革に積極的に取り組み、一定の基準を満たし

た優良企業として県が認定した数

県内企業における働き方改革の取組が進んでい

るか

再
就職決定者数（山口しごとセンター登録者）

（年間）

山口しごとセンターの登録者のうち、就職が決定した

者
県内就職が進んでいるか

再 インターンシップ参加学生数（年間）
山口県インターンシップ推進協議会のマッチングによ

るインターンシップ参加学生数

大学生等の県内企業への就職の関心が高まって

いるか

50 男性の育児休業取得率 配偶者が出産した男性従業員の育児休業取得率
男女がともに子育てしながら働き続けることが

できる職場環境づくりが進んでいるか

51 25歳から44歳までの働く女性の割合 25歳から44歳までの女性の就業率又は有業率 子育て世代の女性の就業が進んでいるか

52 65歳から69歳までの働く男女の割合 65歳から69歳までの男女の就業率又は有業率 高齢者の就労が進んでいるか

３つの維新

指標の説明 何を測る指標かプロジェクト

⑥　選ばれる観光目的地やまぐち実現プロジェクト

Ⅱ　大交流維新

⑤　交流を拡げる社会基盤整備プロジェクト

Ⅲ　生活維新

⑩　やまぐち働き方改革プロジェクト

⑦　国内外での新たな市場開拓プロジェクト

［中・高等学校］



- 211 - 

 

数値 年/年度

98.8万人 2017年度 105万人
過去最高（2017年度：98.8万人)を上回る100万人に加

え、国際定期便の通年化により、利用者105万人を目指す
県交通政策課

2.2万人 2017年度 5万人
国際定期便の定着と拡大（通年化）により、利用者5万人を

目指す
県交通政策課

50.3万人 2017年度 52万人
東京線は近年の実績を踏まえ44万人を目指し、沖縄線は路

線定着に向け8万人を目指す
県交通政策課

- -
50km

(2018～2022年）
国道・県道の計画的な整備を目指す

国土交通省、県道路建設課、

県都市計画課

3,318万人 2017年 3,400万人以上 現状値から100万人の増加を目指す
県観光政策課「観光客動態調

査」

444万人 2017年 550万人以上 現状値から100万人の増加を目指す 観光庁「宿泊旅行統計調査」

9,600人 2017年度 3万人 過去の実績をもとに取組を加速
サイクル県やまぐち推進協議

会

24万人
2013～2017

年度平均

25万人以上

(2018～2022平均)

雪舟等美術館のコレクション展示及び企画展の充実により、

入館者数の増加を目指す
県文化振興課

11.7万人 2017年 20万人以上 現状値から倍増を目指す 観光庁「宿泊旅行統計調査」

146回
2013～2017

年

400回

(2018～2022年）
過去5年間の実績からの倍増を目指す 県観光政策課

1店 2017年度 100店
商品開発等の取組支援を踏まえ、県産品の首都圏等での販路

拡大を目指す
地域商社やまぐち株式会社

1,019件 2017年度 1,800件
平成29年度の実績（10か月分、年換算で約1,200件）を元

に、現状から５割増を目指す

やまぐちの農林水産物需要拡

大協議会

9件
2015～2017

年度

25件

(2018～2022年）

やまぐち産業振興財団の海外展開支援拠点としての機能強化

等により、成約実績の拡大を目指す
山口県海外ビジネス研究会

75商品 2017年度 150商品 現状値から倍増を目指す
やまぐちの農林水産物需要拡

大協議会

1,745人 2017年度
1万人

(2018～2022年）

現状値からの上積みを行い、各年度2,000人程度の移住を目

指す

「住んでみぃね！ぶちええ山

口」県民会議による転入者ア

ンケート

1,018人
2013～2017

年度

1,475人

(2018～2022年）
過去５年間の実績をもとに取組を推進 山口しごとセンター

788人
2014～2017

年度

1,100人

(2018～2022年）

過去４年間の平均（197人/年）の約１割増の就業者（平均

220人/年×5年）を目指す

県農業振興課、県森林企画

課、県水産振興課

1件 2017年 10件 過去の実績をもとに取組を加速 県企業立地推進課

3,809件 2017年度 1万件 目標（年1,200件）の達成に向け着実な推進を図る 県こども政策課

10,741件 2017年度 11,800件 県保健医療計画(2023年12,000件)に基づき増加を目指す 県医療政策課

１校 2017年度 50校 各圏域当たり７校の設置（全７圏域） 県こども政策課

100人 2017年度 ０人 子育て安心プランに基づき、待機児童の解消をめざす
厚生労働省「保育所等利用待

機児童数調査」

480人 2017年度 ０人 待機児童の解消をめざす

厚生労働省「放課後児童健全

育成事業（放課後児童クラ

ブ）の実施状況」

18.8% 2017年度 24.6% 家庭的養護県推進計画の目標値であり、増加を目指す 県こども家庭課

1市町 2017年度 5市町 子ども・若者プランの目標値であり、増加を目指す 県こども家庭課

9社 2016年度 100社
県内企業の働き方改革の実践モデルとなる優良企業を着実に

育成
県労働政策課

4,126人 2017年度 5,000人 過去５年間の実績をもとに取組を推進 山口しごとセンター

885人 2017年度 1,400人 現状値に新たな取組の推計値を上乗せ
インターンシップ推進協議会

による調査

2.71% 2016年度 15.0% 政府の目標値（2020年に13％）を参考に、延伸
山口県雇用管理実態調査（働

き方改革推進実態調査）

75.6% 2017年度 80.0% Ｍ字カーブ（出産・子育てに伴う就業者の減少）の解消
総務省統計局「国勢調査」

「就業構造基本調査」

45.4% 2017年度 55.0%
多様な就労機会の提供により、過去の趨勢以上に伸ばすこと

とし、10％増を図る

総務省統計局「国勢調査」

「就業構造基本調査」

現状値
目標値の設定理由 データ出所等

2022年/年度
目標値
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№ 成　果　指　標

53 民間企業における障害者実雇用率 県内に本社を置く企業の障害者実雇用率 障害者の実雇用が進んでいるか

54
県立都市公園における民間活力の導入件数

（活動企業・団体数）

県立都市公園において、利用促進に資する活動等を恒

常的に実施する企業・団体の数

民間活力による都市公園の新たな利活用の取組

が進んでいるか

再 国道・県道の整備完了延長 計画期間内に整備を完了する国道・県道の延長
地域や暮らしを支える道路網の整備が進んでい

るか

再 緩和する主要渋滞箇所数

対象交差点の旅行速度が20km/h以下となる時間帯

が、流入方向の1方向あたり2時間以上となる交差点

（十字路の場合は8時間以上が対象）のうち、山口県

道路交通渋滞対策部会において緩和と判定されたもの

の数

物流等の円滑化、安全な交通の確保等が進んで

いるか

55 一般廃棄物のリサイクル率
市町が調査している一般廃棄物の排出量に対する再生

利用量（リサイクル量）の割合

家庭や事業所から排出されるごみ（一般廃棄

物）の再生利用が進んでいるか

56
県立高校等におけるコミュニティ・スクール

導入校の割合

コミュニティ・スクールを導入し、地域と連携した取

組を実施した県立高校等（県立高等学校、県立中学

校、県立中等教育学校及び市立高等学校）の割合

コミュニティ・スクールの導入による、地域と

連携した取組が進んでいるか

57
勉強が「好き」「どちらかといえば好き」で

ある児童生徒の割合（公立小・中学校）

山口県学力定着状況確認問題の児童生徒質問紙調査に

おける肯定的な回答をした児童生徒の割合

児童生徒の学習に対する関心や意欲が高まって

いるか

58
総合支援学校高等部の就職希望生徒の就職決

定率
総合支援学校高等部の就職希望生徒の就職決定率

総合支援学校におけるキャリア教育の推進と職

業教育の充実が図られているか

59
いじめの解消率

（公立小・中・高等学校、総合支援学校）

いじめの解消率

（公立小・中・高等学校、総合支援学校）

いじめの未然防止、早期発見・早期対応が図ら

れているか

60
1,000人当たりの不登校児童生徒数

（公立小・中・高等学校）

1,000人当たりの不登校児童生徒数

（公立小・中・高等学校）
不登校の未然防止が図られているか

61
全国体力・運動能力、運動習慣等調査におけ

る体力合計点の県平均点（公立小・中学校）

体力８項目の結果をそれぞれ10点満点で得点化した

合計点

児童生徒の総合的な体力の向上が図られている

か

62 高校生等の県内就職割合

県内の高校（県立中等教育学校の後期課程を含む）卒

業予定者で就職が内定した者のうち、県内に就職が内

定した者の割合

高校等卒業予定者の県内就職が進んでいるか

63
大学生等の県内就職割合

（山口しごとセンター登録者）

大学、短大、高専、専修学校を卒業見込みの者であっ

て山口しごとセンターに登録している者のうち、県内

就職した人数の割合

大学生等の県内就職が進んでいるか

64 山口県立大学の新規卒業者の県内就職割合 山口県立大学の新規卒業者の県内就職割合
山口県立大学が育成した本県の発展を担う人材

の県内定着が進んでいるか

再 県立美術館の入館者数
２県立美術館（県立美術館、県立萩美術館・浦上記念

館）の直近５年間の平均年間入館者数

本県文化資源の魅力発信、交流人口の拡大が図

られているか

65 県民のスポーツ実施率（週１回以上） スポーツを行った県民の割合（週１回以上）
県民の「する」「みる」「ささえる」スポーツ

活動への参加が進んでいるか

66
「あいかさねっと」等を通じたボランティア

活動マッチング数

ボランティアに関する情報をインターネットで提供す

る「あいかさねっと」や、県民（市民）活動支援セン

ターによるコーディネート等を通じたボランティア活

動のマッチング数

「あいかさねっと」の活用や県民（市民）活動

支援センターによる支援等により、県民活動が

活発に展開されているか

67 やまぐち女性の活躍推進事業者数

自社の女性活躍の推進に関する計画を策定し、その取

組を積極的に行うことを宣言する事業者として県が登

録した事業者の数

働く場における女性活躍への取組を行っている

か

再 25歳から44歳までの働く女性の割合 25歳から44歳までの女性の就業率又は有業率 子育て世代の女性の就業が進んでいるか

68
日常生活支援の担い手となる「活動推進リー

ダー」養成数

介護保険制度における日常生活支援の実践力として養

成する活動推進リーダーの人数
高齢者の主体的な社会参画が進んでいるか

再 65歳から69歳までの働く男女の割合 65歳から69歳までの男女の就業率又は有業率 高齢者の就労が進んでいるか

69 障害者スポーツ競技団体登録選手数

障害者スポーツ競技団体（障害者陸上競技連絡協議

会、障害者水泳競技連絡協議会等）に登録している選

手の数

障害者スポーツに取り組んでいる選手が増えて

いるか

70 あいサポート企業・団体数 あいサポート企業・団体数 障害及び障害者に対する理解が進んでいるか

71 地域生活支援拠点等を整備した市町数

入所施設や精神科病院から地域生活への移行を進める

ため、障害者の緊急時の受入れや地域の連携体制づく

りのコーディネート等を行う「地域生活支援拠点等」

を整備した市町の数

障害者の地域生活移行を支える基盤となる拠点

が整備されているか

再 民間企業における障害者実雇用率 県内に本社を置く企業の障害者実雇用率 障害者の実雇用が進んでいるか

３つの維新

指標の説明 何を測る指標かプロジェクト

⑪　快適な暮らしづくり推進プロジェクト

⑫　新時代を創造する人材育成プロジェクト

⑬　人を豊かにする環境づくり推進プロジェクト

⑭　誰もがいきいきと輝く地域社会実現プロジェクト
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数値 年/年度

2.56% 2017年度 3.0% 過去の伸び以上の積極的な障害者雇用の推進
厚生労働省「障害者の雇用状

況」

１件 2017年度 ７件 山口ゆめ花博に参画する企業団体の継続的な活動を目指す 県都市計画課

- -
50km

(2018～2022年）
国道・県道の計画的な整備を目指す

国土交通省、県道路建設課、

県都市計画課

- -
5箇所

(2018～2022年）
国道・県道の計画的な整備により、渋滞の緩和を図る 山口県道路交通渋滞対策部会

30.9% 2016年度 35.0% 循環型社会の形成に向けて再生利用率の向上を図る
環境省「一般廃棄物処理事業

実態調査」

31.5% 2017年度 100%
コミュニティ・スクールを導入した全ての県立高校等が、地

域と連携した教育の充実を目指す
県高校教育課

小64.1％
中62.4％

2017年度 増加させる 学習に積極的に取り組む児童生徒の増加を図る 山口県学力定着状況確認問題

94.6% 2017年度 100％に近づける
キャリア教育、職業教育の更なる充実を図り、就職希望生徒

全員の就職を目指す
県特別支援教育推進室

98.1% 2016年度 100％に近づける
いじめを早期に認知し、早期に対応することにより、完全解

消を目指す
県学校安全・体育課独自調査

小中 11.4人

高　　4.1人
2016年度 減少させる 不登校児童生徒数を現状値より減少させる

文部科学省「児童生徒の問題行

動・不登校等生徒指導上の諸課題

に関する調査」

小５男　52.9点

小５女　54.3点
中２男　41.5点

中２女　49.4点

2017年度 増加させる バランスの取れた体力向上を目指す
スポーツ庁「全国体力・運動

能力、運動習慣等調査」

80.2% 2016年度 85％以上
全就職内定者数に対する県内就職内定者数の割合の増加を目

指す
文部科学省「学校基本調査」

51.1% 2017年度 56％超 現状値から５年間で５％の増加を目指す 山口しごとセンター

42.3% 2017年度 50％超 山口県立大学新規卒業者の過半数の県内就職を目指す
山口県立大学（キャリアサ

ポートセンター）

24万人
2013～2017

年度平均
25万人以上

(2018～2022平均)
雪舟等美術館のコレクション展示及び企画展の充実により、

入館者数の増加を目指す
県文化振興課

29.3% 2016年度 65.0% 国計画の目標値である６５％を目指す。 県スポーツ推進課

208人 2017年度
1,500人

(2018～2022年）

現行支援体制の充実に加え、新たなターゲット（学生）を対

象とした取組の実施等により、年300人(約50%増)を目指

す

県県民生活課

（県民活動支援センター）

60事業者 2017年度 180事業者
近年の実績を踏まえ、更なる増加（年間約25事業者）を目

指す
県男女共同参画課

75.6% 2017年度 80.0% Ｍ字カーブ（出産・子育てに伴う就業者の減少）の解消
総務省統計局「国勢調査」

「就業構造基本調査」

94人 2017年度 300人
高齢者自ら地域を支える担い手として活躍するリーダーを、

すべての日常生活圏域に配置できるよう養成する
県長寿社会課

45.4% 2017年度 55.0%
多様な就労機会の提供により、過去の趨勢以上に伸ばすこと

とし、10％増を図る

総務省統計局「国勢調査」

「就業構造基本調査」

777人 2017年度 923人 障害者スポーツ競技人口の拡大を目指す
県障害者支援課（障害者ス

ポーツ協会取りまとめ）

116団体 2017年度 269団体 現状の２倍以上を確保 県障害者支援課

0市町 2017年度 19市町 全市町での基盤整備 県障害者支援課

2.56% 2017年度 3.0% 過去の伸び以上の積極的な障害者雇用の推進
厚生労働省「障害者の雇用状

況」

現状値
目標値の設定理由 データ出所等

2022年/年度
目標値
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№ 成　果　指　標

72 県内の専門研修プログラム登録者数
2018年度から2022年度の間に、県内の専門研修プ

ログラムに登録し専門医研修を開始する医師数の累計
若手医師の県内定着が進んでいるか

73 健康サポート薬局に係る研修修了薬剤師数 健康サポート薬局に必要な薬剤師の数
薬学的な健康サポートができる薬剤師の育成が

進んでいるか

74 訪問診療を行う診療所・病院数 訪問診療を行う医療機関数
訪問診療を行う医療機関が増加する取組が進ん

でいるか

75
住民が主体的に介護予防に資する活動を行う

「通いの場」の数

住民主体で体操などの介護予防活動を行う「通いの

場」の数
住民主体で行う介護予防活動の取組状況

76
県福祉人材センターの有効求職登録者数（年

間の月平均）

県福祉人材センターに登録している有効求職者数（年

間の月平均）

福祉・介護分野に就業を希望する者の登録が進

んでいるか

再 県民のスポーツ実施率（週１回以上） スポーツを行った県民の割合（週１回以上）
県民の「する」「みる」「ささえる」スポーツ

活動への参加が進んでいるか

再
住民が主体的に介護予防に資する活動を行う

「通いの場」の数

住民主体で体操などの介護予防活動を行う「通いの

場」の数
住民主体で行う介護予防活動の取組状況

78
指定避難所における「避難所運営の手引き」

作成数

災害発生時に備え、地域や施設管理者等が連携して避

難所を運営する取り決め（「避難所運営の手引き」の

作成）を行った数

地域防災力の要である自主防災活動の取組が進

んでいるか

79 危険ため池の整備箇所数 危険ため池の整備箇所数 老朽化した危険ため池の整備が進んでいるか

80 洪水浸水想定区域の指定河川数
改正水防法に基づく洪水浸水想定区域を指定した河川

数

想定し得る最大規模の降雨による洪水発生時に

浸水する区域について、住民への周知が図られ

ているか

81 高潮浸水想定区域に指定された市町数
改正水防法に基づく高潮浸水想定区域を指定した沿岸

内の市町数（瀬戸内海に面する１５市町を対象）

想定し得る最大規模の台風による高潮発生時に

浸水する区域について、住民への周知が図られ

ているか

再 国道・県道の整備完了延長 計画期間内に整備を完了する国道・県道の延長
地域や暮らしを支える道路網の整備が進んでい

るか

82 橋梁の長寿命化計画に基づく修繕実施数
長寿命化計画に基づき修繕を実施する老朽化した橋梁

数
橋梁の老朽化対策が進んでいるか

83 橋梁の耐震補強実施数
緊急輸送道路等の耐震化が必要な既設橋梁に耐震補強

を実施した数
橋梁の耐震化が進んでいるか

84 大規模盛土造成地マップ公表市町数

大規模地震等が発生した場合に、大きな被害が生ずる

おそれのある大規模盛土造成地のマップを公表した市

町数(中核市である下関市を除く）

大規模盛土造成地の有無とその位置が住民に周

知されているか

85 消費者安全確保地域協議会の設置市数 消費者安全確保地域協議会が設置された市の数
地域における高齢者の消費者被害防止のための

取組が進んでいるか

86 うそ電話詐欺の被害件数(年間） 振り込め詐欺等特殊詐欺の年間認知件数 特殊詐欺の被害件数が減少しているか

87
サイバーセキュリティ対策に関する講習を

行った回数（年間）
サイバーセキュリティに関する講習等の開催回数

県民のサイバー犯罪被害防止に向けた取組が進

んでいるか

88 110番通報受理から現場到着までの所要時間
１１０番通報の受理から警察官等が現場に到着するま

での所要時間

事件・事故の通報に対し、迅速・的確な初動対

応が行われているか

89 人身事故発生件数（10万人当たり）（年間） 人身交通事故の年間発生件数 交通事故防止対策が進んでいるか

90 立地適正化計画を策定した市町の数 立地適正化計画を策定した市町の数
市町によるコンパクトなまちづくりに向けた取

組が進んでいるか

91 やまぐち元気生活圏づくりに取り組む地域数 市町が元気生活圏づくり推進方針を策定した数
広域的な範囲で集落機能や日常生活の支え合い

の取組が進んでいるか

92 農山漁村交流滞在人口(年間） 中山間地域の交流施設等の年間宿泊者数
都市住民等の農山漁村での様々な交流体験等を

通じて、中山間地域の活性化が進んでいるか

３つの維新

指標の説明 何を測る指標かプロジェクト

⑮　安心の医療・介護充実プロジェクト

⑯　県民一斉健康づくりプロジェクト

77 健康寿命

健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活で

きる期間の平均（国民生活基礎調査で、日常生活に影

響なしと答えた者の割合から算出）

⑲　人口減少社会を生き抜く地域づくりプロジェクト

⑰　災害に強い県づくり推進プロジェクト

⑱　暮らしの安全・安心確保プロジェクト

日常生活動作が自立している（介護を必要としない）

期間の平均（介護保険の要介護２～５でない者の割合

から算出）

疾病の予防対策や身体機能の維持・向上対策等

が進み、県民一人ひとりの健康である期間の延

伸が図られているか
［日常生活動作が自立している期間の平均］

［日常生活に制限のない期間の平均］
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数値 年/年度

223人
2013年～

2017年

250人

(2018～2022）

直近の三師調査の10年後(平成38年)に、現状の医師数を維

持するために必要な若手医師数を推計する

県医療政策課

（県内専門研修プログラム基

幹施設に実績を確認）

175人 2017年度 300人 薬学的な健康サポートができる薬局の増加を目指す 県薬務課

290箇所 2017年度 335箇所 訪問診療を行う医療機関数の増加を目指す
厚生労働省「診療報酬施設基

準」

1,241箇所 2016年度 1,740箇所 高齢者の日常的な介護予防活動の促進
県長寿社会課（厚労省事業の

実績調査）

200人 2016年度 238人 福祉・介護分野への就業者数の増加を目指す
県厚政課（山口県福祉人材セ

ンター求人求職状況報告）

男性　　72.18年

女性　　75.18年

男性　　79.19年

女性　　83.80年

29.3% 2016年度 65.0% 国計画の目標値である６５％を目指す 県スポーツ推進課

1,241箇所 2016年度 1,740箇所 高齢者の日常的な介護予防活動の促進
県長寿社会課（厚労省事業の

実績調査）

０箇所 2017年度 200箇所以上
他県の実績を踏まえ、自主的な避難所運営に適正な規模とな

る避難所において手引きの作成を目指す
県防災危機管理課

1,583箇所 2017年度 1,683箇所
過去の整備実績を基に年間20箇所程度の整備を目指す

（5年間で100箇所の整備を目標とする）
県農村整備課

０河川 2017年度 50河川
国の目標（概ね10年で指定）を踏まえ、約７割の指定を目

指す
県河川課

０市町 2017年度 15市町
国の目標（瀬戸内海は概ね５年で指定）を踏まえ、指定の完

了を目指す
県河川課、県港湾課

- -
50km

(2018～2022年）
国道・県道の計画的な整備を目指す

国土交通省、県道路建設課、

県都市計画課

272橋 2017年度 500橋
長寿命化計画に基づき、近年の実績を踏まえ、老朽化した橋

梁の計画的な対策を図る
県道路整備課

110橋 2017年度 140橋
近年の実績を踏まえ、優先して耐震補強が必要な橋梁の計画

的な対策を図る
県道路整備課

０市町 2017年度 18市町
国の目標（2020年　公表率70％）を踏まえ、全市町（中

核市である下関市を除く）の公表を目指す
県建築指導課

3市 2017年度 全13市
消費者安全法に基づく消費者安全確保地域協議会を全ての市

に設置し、高齢者の消費者被害の防止を図る
県県民生活課

131件 2017年 65件 2017(平成29)年の件数の半減を目指す 県警察本部生活安全企画課

350回 2017年 550回 近年の実績を踏まえ更なる増加を目指す 県警察本部生活環境課

8分30秒 2017年 短縮させる
迅速的確な初動対応に資するため、過去最短である現状値の

更なる短縮を目指す
県警察本部地域運用課

352.8件 2017年 320件
現状値から過去５年間の平均減少件数（29.7件）を減じた

件数（320件）を目指す
県警察本部交通企画課

1市町 2017年度 9市町 都市計画区域を有する市町で過半数の計画策定を目指す 県都市計画課

23地域 2017年度 60地域 現在の23地域に加え、5年間で概ね35地域の形成を目指す
県中山間地域づくり推進課

（市町取りまとめ）

14.5万人 2016年 16.2万人 毎年3.5千人の増加を目指す 県中山間地域づくり推進課

現状値
目標値の設定理由 データ出所等

2022年/年度
目標値

2015年度 県健康増進課

2016年

延伸させる
健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期

間の延伸を目指す

厚生労働科学研究班　(3年毎調

査)
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